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水道事業の脱炭素化について
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気候変動対策について
～気候変動と緩和策・適応策の関係～

○ 気候変動に伴う様々な影響を防ぐために進めている対策は、「緩和策」と「適応策」に分けられる。

○ 緩和策：省エネルギー（省エネ）や再生可能エネルギー（再エネ）導入等による温室効果ガスの排
出削減や森林等の吸収源の増加などで気候に対する人為的影響を抑制する対策。

→ 地球温暖化対策推進法、地球温暖化対策計画、地方公共団体実行計画

○ 適応策：気候変動がもたらす水資源、食料、生物多様性等への様々な影響に対して、人や社会、経
済のシステムを再構築することで影響を軽減しようとする対策。

→ 気候変動適応法、気候変動適応計画

出典：気候変動適応情報プラットフォーム
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水道事業における主な気候変動関連施策等
～法律・計画・指針・マニュアル・研究調査等～

地球温暖化対策推進法 気候変動適応法

地球温暖化対策計画

温室効果ガス排出削減等指針

上水道・工業用水道部門における温室効果ガ
ス排出抑制等指針マニュアル 等

気候変動適応計画

水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査（平成28年９
月 環境省・厚生労働省）

脱炭素水道システム構築へ向けた調査等一式（令和２年６月
厚生労働省医薬・生活衛生局水道課）

気候変動に伴う水道システムの生物障害等リスク評価とその適
応性の強化に向けた研究（令和３～５ 国立保健医療科学院（秋
葉道宏他））

水道システムにおけるカーボンニュートラル実現に向けた緩和
策と気候変動影響に対する適応策の推進（令和４ 国立保健医療
科学院（小坂浩司他)）

大規模災害および気候変動に伴う利水障害に対応した環境調和
型水道システムの構築に関する研究（平成27 国立保健医療科学
院（秋葉道宏他）)

水道事業における環境対策の手引書（改訂版）（平成21年７月
厚生労働省 健康局 水道課）

■法律及び計画・指針・マニュアル

■研究調査等

■法律及び計画

■研究調査等

地域気候変動適応計画

地域脱炭素ロードマップ（（内閣官房・環境省等）国・地
方脱炭素実現会議）

：水道事業に焦点を当てた資料

緩 和 適 応

地方公共団体実行計画（事務事業編・地域施策編）

※個別の施策については、2023年10月11日に開催された第7回水道の諸課題に係る有識者検討会で扱っている。
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【緩和】法律及び計画・指針・マニュアル

地球温暖化対策計画及び水道事業の目標

参照：温対計画

地球温暖化対策計画（以下「温対計画」という。）

○地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するため、地球温暖化対策の基本的方向や温室効果
ガスの削減目標などを温対法第８条第１項の規定に基づき定めた計画。

■ 水道事業の目標値※

○排出削減見込量
2013年度比21.6万t-CO2

■ 主な対策
省エネルギー・高効率機器
の導入
ポンプのインバータ制御化
などの省エネルギー設備の
導入
施設の広域化・統廃合・再
配置による省エネルギー化
の推進
小水力発電、太陽光発電な
どの再生可能エネルギー発
電設備の導入
（長期的な取組）水道施設
が電力の需給調整に貢献す
る可能性追求

※温対計画においては、2030年度の対策評価指標が目標として設定されているが、
本資料においては、これらの対策評価指標の値を達成した場合におけるCO2排出削減量である、21.6万tの見込み量を目標と称して議論する。
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水道における環境・エネルギー対策

• 2050年カーボンニュートラル実現に向け、2030年

度に2013年度比▲46％の温室効果ガス削減目標。

• 水道では「上下水道における省エネルギー・再エネ

導入 水道事業における省エネルギー・再生可能エネ

ルギー対策の推進等」として2030年度▲21.6万t-

CO2（2013年度比▲約５％）の目標を提示。

• 2020年度の実績は2017年度以降改善してきている

ものの2013年度比排出削減量0.2万t-CO2増となっ

ており、このままのペースでは2030年度目標の達成

は厳しい状況。

• 水道施設における省エネ・再エネ取組の強化が必要。

地 球 温 暖 化 対 策 計 画 （ 令 和 ３ 年 1 0 月 2 2 日 閣 議 決 定 ）

• 水道事業者による省エネ・再エネ設備導入と導入時の財政支援（エネルギー特別会計）

• 水道施設の広域化・統廃合・再配置による省エネルギー化の推進

• 水道施設の水供給調整能力を活用した電力の需給調整に貢献する可能性を追求

水 道 事 業 に お け る 省 エ ネ ・ 再 エ ネ 推 進 へ の 取 組

省エネ・再エネの導入を検討している事業体に対して、エネルギー特別会計等の支援事業等についての説明、省エネ・再エネ設備導入効

果等を紹介しており、省エネ・再エネの導入促進に取り組んでいる。

図 水道事業のCO2削減量の推移と2030年度目標

浄 水 量：1,507   千万m3
電力使用量：740,492 万kWh

浄 水 量：1,508   千万m3
電力使用量：739,893 万kWh
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水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査
（平成28年３月）

○全国1,500以上の水道事業を対象に水道施設におけ
る小水力発電のポテンシャル調査（導入候補地選
定、導入規模等）を実施

○発電ポテンシャルを有する（発電出力20kW以上）
の地点は合計で274地点、発電電力量158百万kWh、
CO2排出削減量92千tと推計

脱炭素水道システム構築へ向けた調査(令和２年６月)

○水道事業におけるCO2削減方策を整理し、全国の水
道事業において、CO2削減方策を実施した際の CO2削
減ポテンシャルを推計

○省エネルギー設備の導入等（上表(1)～(5)）に
よる削減電力量の推計値は96,711万kWhであり、
2030年度の「温対計画」の水道事業CO2排出削減
見込み量の電力削減量（省エネ+再エネ）の目標
値（99,096万kWh）の96.8％をCO2削減ポテン
シャルとして見込むことが可能と推計

○未達分は、施設統廃合や広域化等による位置エ
ネルギーの利用の推進（上表(6)～(7)の削減方
策）や再エネの追加により、2030 年度目標の到
達は可能と推計

水道施設への小水力発電の導入ポテンシャル調査
脱炭素水道システム構築へ向けた調査等一式
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■ 国の主な責務
○気候変動、気候変動影響及び気候

変動適応に関する科学的知見の充
実及びその効率的かつ効果的な活
用を図る

○気候変動適応に関する施策を総合
的に策定し推進する

○気候変動等に関する情報の収集、
整理、分析及び提供を行う体制の
確保その他の措置を講ずるよう努
める

■ 地方公共団体の主な責務
○自然的経済的社会的状況に応じた

気候変動適応に関する施策を推進
するよう努める

○事業者等の気候変動適応及び気候
変動適応に資する事業活動の促進
を図るため、施策に関する情報の
提供等を講ずるよう努める

参照：気候変動適応計画について（令和３年10月（令和５年５月一部更新 環境省））

気候変動適応法（以下「適応法」という。）

○政府による気候変動適応計画の策定、環境大臣による気候変動影響評価の実施、国立研
究開発法人国立環境研究所による気候変動への適応を推進するための業務の実施、地域気
候変動適応センターによる気候変動への適応に関する情報の収集及び提供等の措置を実施
することを定めている。

気候変動適応法



9

■水道の位置づけ

分野別施策のうち「国民生
活・都市生活」に水道が分
類

■ 分野別施策（7項目）
○農業、林業、水産業
○水環境・水資源
○自然生態系
○自然災害・沿岸域
○健康
○産業・経済活動
○国民生活・都市生活

気候変動適応計画（以下「適応計画」という。）

○気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るために、適応法第７条第１
項の規定により政府が定めた計画。

気候変動適応計画及び水道事業の位置づけ
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脱炭素社会の実現に向けた水道事業の取組電力購入契約（PPA）の採用
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浄水池等の調整能力（貯留量）を活用し、ポンプ設備を部分的に稼働・停止させることで調整力を生みだし、

生み出した調整力をアグリゲーターへ提供することでＶＰＰ事業へ参画する。

脱炭素社会の実現に向けた水道事業の取組仮想発電所事業（VPP）への参画
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令和６年度概算要求
～建築物等のZ E B化・省 C O 2化普及促進加速事業（農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）～
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令和６年度概算要求
～建築物等のZ E B化・省 C O 2化普及促進加速事業（農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）～



第７回水道の諸課題に係る有識者検討会

14

令和５年10月11日に開催された「第７回水道の諸課題に係る有識者検討会」において、水道事業の脱炭素化について

議論

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/00
00143569_00019.html

■関連WebページのURL

■今後、事業体宛てのアンケートを実施予定であり、

回答にご協力いただきたい。



15

平成28年度～令和５年度までの補助事業
～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～

額

【参考資料】
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）～



平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～
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【参考資料】平成28年度～令和５年度までの補助事業
～省エネ・再エネの対策事例～



地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業【環境省】
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【参考資料】



公営企業の脱炭素化の推進【総務省】
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【参考資料】



公営企業の脱炭素化の推進【総務省】
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【参考資料】


